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第１部 総 則

１ 計画の方針

⑴ 計画の目的

この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）の規定および

青梅市地域防災計画にもとづき、大門地区防災対策委員会が災害予防、災害

応急対策を実施することにより、地域住民の生命、身体および財産を災害か

ら守ることを目的とする。

⑵ 計画の構成

この計画は、次の４部の構成とする。

第１部 総則

第２部 災害予防計画

第３部 震災応急対策計画

第４部 風水害応急対策計画

⑶ 計画の前提

この計画は、平成２３年３月１１日に発生した「東日本大震災」（東北地方

太平洋沖地震）および近年発生した土砂災害などの教訓を反映させたものと

する。

⑷ 計画の修正

この計画は、毎年検討を加え、青梅市地域防災計画の修正や災害対策基本

法の改正があった場合、その他必要があると認める場合は、これを修正する。

２ 大門地区の概要

大門地区は、青梅市（以下「市」という。）の東部に位置し、地域の中央を荒

川水系に属する霞川が流れ、北側の丘陵地、南側の広大な平坦地からなってお

り、自然災害では土砂災害の発生が危惧される地域がある。

大門地区には、古くは旧石器時代の遺跡をはじめとする多くの遺跡が確認さ

れている。

中でも霞台遺跡は、霞川南岸に営まれた約１５万平方メートルの面積をもつ

広い集落（ムラ）跡であることから、大門地区は、古くから自然災害等の発生

が比較的少ない地域として多くの人が生活を営んでいたと考えられる。

平成２８年１月１日現在の人口は２０，９０５人、世帯数は８，９１６世帯



となる。

３ 関係機関・団体の業務大綱

この計画における防災に関して処理する災害予防業務および災害応急対策業

務は、概ね次のとおりとする。

機関・団体名 業 務 の 大 綱

大門市民センター

・青梅市災害対策本部との連絡調整に関すること。

・管内の被害に関する情報の収集、伝達に関するこ

と。

・災害時要援護者支援に関すること。

大門地区

防災対策委員会

・大門地区防災対策委員会の運営に関すること。

・被害に関する情報の収集、伝達に関すること。

・各自治会との情報連絡に関すること。

・災害時要援護者支援に関すること。

自治会第三支会

・管内の被害実態の把握および各種情報の収集、伝

達に関すること。

・各自治会との連絡調整に関すること。

・避難所の開設および運営に関すること。

消防団第８分団

・水火災の防御に関すること。

・人命の救助および救護に関すること。

・危険物等の措置に関すること。

・避難勧告等の伝達および避難誘導に関すること。

・その他消防および水防に関すること。

まとい会霞西支部

・地域の被害状況の収集および応急措置に関するこ

と。

・消防団員の活動に対する支援に関すること。

大門・今寺駐在所

・被害の実態把握と各種情報の収集に関すること。

・交通の規制に関すること。

・被災者の避難・誘導に関すること。

・公共の安全と秩序の維持に関すること。

交通安全協会

第３支部

・交通規制・誘導の補助に関すること。

・住民の避難・誘導に関すること。

西東京農協本店 ・災害における応急対策の協力に関すること。



機関・団体名 業 務 の 大 綱

民生・児童委員
・災害時要援護者支援に関すること。

・高齢者や障害者の安否確認に関すること。

女性防火防災の会

第３支部

・災害予防に関すること。

・避難所の運営に関すること。

市立第三小学校 ・児童の避難、救出、救護および安全教育に関する

こと。

・避難所の開設・運営に関すること。

市立霞台小学校

市立吹上小学校

市立第三中学校 ・生徒の避難、救出、救護および安全教育に関する

こと。

・避難所の開設・運営に関すること。

市立吹上中学校

市立泉中学校

防災士 ・地域防災活動の企画、指導に関すること。



第２部 災害予防計画

１ 災害に強い大門地区づくり

（1）災害に強い体制づくり

災害に強い地区づくりのため、平時からの体制を構築する。

（2）震災に強い地域づくり

ア 建物の耐震化

大門地区内の旧耐震基準で建設された建物の所有者に対しては、市の耐

震に関する補助事業を活用しての耐震診断および耐震補強工事の推進を通

して、建物の耐震化率の向上を図るものとする。

公共施設の耐震化の状況 （平成 28 年 4 月 1 日現在、単位：㎡）

施 設 名 構 造 延べ面積

大門市民センター本館 鉄筋コンクリート造３階建 ８０９

大門市民センター付属体育館 鉄骨造１階建 ６３０



※上記建築物は、全て耐震性あり。

イ 家具等の転倒・落下等の防止対策の推進

地震発生時の人的被害の多くは、室内における家具類等の転倒・落下等

によって生じていることから、負傷者を減少させ、負傷の程度を軽くし、

地震後の出火防止や地域での救出・救護活動を迅速に行うことができるよ

うにするため、家具等の転倒・落下等の防止対策の推進を図る。

ウ 防災訓練の実施

大地震等の発生に備え、地域住民、自主防災組織等の緊密な協力体制づ

くりの推進を図るとともに、情報の収集・伝達、初期消火、避難等が迅速

かつ的確に行動できるよう防災訓練を実施する。

また、「自分たちの街は自分たちで守る」という防災意識の高揚を図るた

め、広報等により防災訓練への積極的な参加を促すととともに、訓練内容

の充実を図る。

（3）風水害に強い地域づくり

施 設 名 構 造 延べ面積

市立第三中学校校舎 鉄筋コンクリート造３階建 ７,１７５

市立第三中学校屋内運動場 鉄骨造１階建 １,１７４

市立吹上小学校校舎 鉄筋コンクリート造３階建 ４,９９４

市立吹上小学校屋内運動場 鉄骨造一部２階建 １,０５１

市立吹上中学校校舎 鉄筋コンクリート造４階建 ６,５８５

市立吹上中学校屋内運動場 鉄骨造一部２階建 ９９６

市立霞台小学校校舎 鉄筋コンクリート造３階建 ６,６６０

市立霞台小学校屋内運動場 鉄骨造一部２階建 ７２１

市立若草小学校校舎 鉄筋コンクリート造３階建 ６,３１２

市立若草小学校屋内運動場 鉄骨造一部２階建 １,０３４

市立第三小学校校舎 鉄筋コンクリート造３階建 ５,８１０

市立第三小学校屋内運動場 鉄骨造一部２階建 ９９１

障がい者サポートセンター 鉄筋コンクリート造２階建 １,１１７



ア 土砂災害対策の推進

土砂災害の恐れのある区域について、危険の周知、警戒避難体制の整備

を行う。

※ 土砂災害警戒区域等の指定状況 （平成24年4月1日現在、単位：箇所数）

イ 警戒避難体制の整備

土砂災害に関しては、警戒区域ごとに情報の収集および伝達、予報また

は警報の発表および伝達、避難、救助その他当該警戒区域における土砂災

害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項について事前に定め

ておく。

ウ 浸水対策の推進

平成２０年度に東京都都市型水害対策連絡会が主体となって作成した

「霞川および多摩川上流圏域浸水予想区域図」によると、平成１２年９月

に発生した東海豪雨（総雨量 589 ㎜、時間最大雨量 114 ㎜）が降った場合、

霞川流域の今寺、大門等の一部の地区では、浸水した場合に 0.2～2.0ｍの

深さとなる恐れがあるとされている。

このため、浸水が予測される場所については、浸水想定区域周辺住民の

迅速な避難体制の整備に努める。

２ 災害時要配慮者支援制度の推進

地震や風水害などの災害発生時に一番の力になるのは、隣近所や地域の方の

助け合いである。

このため、市では災害発生時に自力で避難行動を行えない高齢者や障害のあ

町 丁 名 土砂災害警戒区域 内、土砂災害特別警戒区域

急傾斜地 土 石 流 急傾斜地 土 石 流

木野下１丁目 ２ ２

木野下２丁目 １ １

塩 船 ４ １ ３

大門１丁目 １ １

吹 上 ２ ２

谷 野 ２ ２

計 ９ ４ ８ ３



る方の安否確認、避難誘導を行うため支援制度を設けて登録を行っている。

大門地区においても、要配慮者に対し、普段からの見守り、安否確認などの

支援を通じて、災害発生時に支援が円滑にできるよう、平常時から地域で助け

あう支援体制づくりを推進する。

※ 大門地区の登録者数（大門第三および霞台第２住宅を含む）

平成２６年５月１日現在 ２０２人

３ 災害対策用物資の備蓄等

災害発生時の応急活動が適正に行えるよう、災害対策用物資を備蓄する。

また、災害時は平常時には予測できない市場流通の混乱、物資の入手困難が

予想されるため、食糧、飲料水、常備薬品等、最低３日分程度の家庭内備蓄の

啓発に努める。

※ 大門市民センター防災倉庫備蓄状況 （平成 25 年 4 月現在）

※ カンパン類とアルファ化米の備蓄食料は、青梅市災害対策本部の判断によ

り、被害や避難所の状況に応じ、各防災倉庫から必要量が供給される。

品 名 数 量 品 名 数 量

土のう袋 １,５００袋 飲料用ポリタンク ３０個

解 縄 １,０００ｍ トイレ組立式 和式 ５基

ロープ ５０ｍ トイレ便袋 １,５００枚

パイル ３００本 プライバシーテント ３張

鉄 線 ５００㎏ 毛 布 ２００枚

スコップ １０丁 防水シート １０枚

つるはし １０丁 炊出釜 １台

掛 矢 ５丁 発電機 ２台

ジョレン １０丁 投光器 ２台

カッター ５丁 テント(2×3 間) １張

竹 み １０丁 汎用ポリタンク20L ８個

カンパン類 ２,１１２食

アルファ化米 １,０００食 （五目ごはん 800 食、梅おかゆ 200 食）



第３部 震災応急対策計画

１ 応急活動体制

⑴ 大門地区防災対策委員会の活動体制

ア 大門地区災害対策本部の設置

大門地区防災対策委員会（以下「委員会」という。）は、市が災害予防お

よび災害応急対策を実施するために、震度および災害の発生状況等に応じ

て、第２号警戒体制以上の体制が必要であると認め、青梅市災害対策本部

（以下「災害対策本部」という。）を設置した場合、その他必要があると判

断した場合には、大門市民センター内に大門地区災害対策本部（以下「大

門本部」という。）を設置する。

委員会は、大門本部を設置した場合には、災害対策本部にその旨を連絡

する。

なお、大門市民センターが使用不能となった場合には、市立第三中学校

に大門本部を設置する。

イ 大門本部の組織

大門本部は、本部長、副本部長、広報部長、防火・防災部長、救出救護

部長、避難誘導部長、給食給水部長、調達部長で組織し、活動内容を定め

る。（別紙１）。

なお、大門本部は、次の者をもって構成する。

自治会第３支会正・副支会長、消防団第８分団第２部・第３部各部長、

まとい会霞西支部第２班・第３班の代表者、交通安全協会第３支部長、民

生・児童委員代表者、大門市民センター職員、その他状況に応じて必要な

要員（別紙２）

ウ 大門本部への参集

構成員は、震災における大門本部の設置に当たっては、原則として連絡

を待つことなく自主的に大門市民センターに参集する。

エ 大門本部の活動

大門本部は、大門地区内の被害状況等の収集に努めるとともに、必要に

応じて避難所の開設準備および開設を行う。

また、青梅市災害対策本部との連絡・調整を行い、必要に応じて災害対

策本部に人的派遣要請および食糧等の物資の要請等を行う。



オ 大門本部の廃止

委員会は、地震による災害発生の恐れがなくなった場合、または発生し

た災害・応急対策が概ね終了したと認められる場合は、大門本部を廃止す

る。また、大門本部を廃止した場合には、災害対策本部にその旨を連絡す

る。

⑵ 自治会本部の活動体制

ア 自治会本部の設置

市内で「震度５強」以上の地震が観測された場合には、自治会館内に「自

治会本部」を設置する。

自治会本部を設置した場合には、大門本部（大門市民センター）へその

旨を連絡する。

イ 自治会本部の組織

自治会本部は、次の者の内、あらかじめ自治会長が指名した者をもって

構成する。

自治会役員、まとい会霞西支部第２班・第３班の会員、交通安全協会第

３支部指導員、その他状況に応じて必要とする者

ウ 自治会本部への参集

構成員は、震災における自治会本部の設置に当たっては、原則として連

絡を待つことなく自主的に自治会館に参集する。

エ 自治会本部の活動

自治会本部は、自治会管内の被害状況等の収集に努めるとともに、大門

本部との連絡・調整を行い、必要に応じて食糧等の支援の要請を行う。

オ 自治会本部の廃止

地震による災害発生の恐れがなくなった場合、または発生した災害・応

急対策が概ね終了したと認められる場合は、自治会本部を廃止する。

自治会本部を廃止した場合には、大門本部へその旨を連絡する。

⑶ 情報連絡体制

大門本部は、有線電話、携帯電話、青梅市防災行政無線（デジタル移動）

を活用して被害等の情報収集に努める。



また、必要に応じて消防団無線の活用およびアマチュア無線協会に協力を

要請する。

２ 避難計画

⑴ 避難所・避難場所等の開設場所

震災時、風水害時の避難所・避難場所等は、青梅市地域防災計画で定めら

れている。

なお、風水害での避難所は、一時的に避難する場所となる。

大門地区の指定場所は、別紙３のとおりである。

⑵ 避難所の管理・運営

自治会、自主防災組織等を中心とした自主的な避難所運営を図るためには、

避難所の管理・運営についてのルール等を平常時から決めておくことが大切

であることを踏まえ、市が作成した避難所運営マニュアルガイドラインにも

とづき、避難所ごとの運営マニュアルの作成を推進する。

なお、避難所の運営においては、男女共同参画の観点から、男女のニーズ

の違い等、男女双方の視点等に配慮し、プライバシーの確保に努める。



第４部 風水害等応急対策計画

１ 応急活動体制

⑴ 委員会の活動体制

ア 大門本部の設置

委員会は、次のいずれかの場合において、大門地区で大きな風水害等が

発生することが予想される場合には、大門市民センター内に「大門本部」

を設置する。

(ｱ) 市に大雨、洪水、暴風、大雪または暴風雪のいずれかの気象情報が発

表された場合

(ｲ) 台風の接近等により被害が発生した場合

(ｳ) 青梅市役所の雨量計で最大１時間降水量５０ミリを超えた場合、また

は２４時間降水量が３００ミリを超えた場合

(ｴ) 土砂災害警戒情報または水防警報が発表された場合

(ｵ) 局地豪雨、豪雪、火事、爆発その他重大な事故が発生した場合

(ｶ) その他委員会の会長（自治会第３支会長）が必要と判断した場合

委員会は、大門本部を設置した場合には、災害対策本部にその旨を連絡

する。

なお、大門市民センターが使用不能となった場合には、市立第三中学校

に大門本部を設置する。

イ 大門本部の組織

大門本部の構成員については、第３部 震災応急対策計画 １ 応急活動

体制 ⑴ 大門地区防災対策委員会の活動体制 イ 大門本部の組織の記載

に準ずるものとする。

ウ 大門本部への参集

構成員は、風水害等における大門本部の設置に当たっては、委員会の会

長（自治会第３支会長）の指示にもとづく大門市民センターからの連絡が

あった場合に参集するものとする。

エ 大門本部の活動

大門本部は、大門地区内の被害状況等の収集に努めるとともに、自主避

難者を受け入れるため、必要に応じて一時的に避難する場所の開設準備お

よび開設を行う。



また、青梅市災害対策本部との連絡・調整を行い、必要に応じて災害対

策本部に人的派遣要請および食糧等の物資の要請等を行う。

オ 大門本部の廃止

委員会は、風水害等による災害発生の恐れがなくなった場合、または発

生した災害・応急対策が概ね終了したと認められる場合は、大門本部を廃

止する。また、大門本部を廃止した場合には、災害対策本部へその旨を連

絡する。

⑵ 自治会本部の活動体制

ア 自治会本部の設置

風水害等により自治会管内で大きな被害が発生した場合、または発生す

る恐れがある場合には、自治会館に「自治会本部」を設置する。

自治会本部を設置した場合には、大門本部（大門市民センター）へその

旨を連絡する。

イ 自治会本部の組織

自治会本部は、次の者の内、あらかじめ自治会長が指名した者をもって

構成する。

自治会役員、まとい会霞西支部第２班・第３班の会員、交通安全協会第

３支部指導員、その他状況に応じて必要とする者

ウ 自治会本部の活動

自治会本部は、自治会管内の被害状況等の収集に努めるとともに、大門

本部との連絡・調整を行い、必要に応じて食料等の支援の要請を行う。

エ 自治会本部の廃止

風水害等による災害発生の恐れがなくなった場合、または発生した災

害・応急対策が概ね終了したと認められる場合は、自治会本部を廃止する。

自治会本部を廃止した場合には、大門本部へその旨を連絡する。

２ 避難計画

風水害等における避難計画については、第３部震災応急対策計画 ２避難計

画の記載に準ずるものとするが、風水害等における避難所は、一時的に避難す

る場所となる。



（1）避難基準

大雨警報が発令され、河川の氾濫等により人命に危険な状況が予測される場

合、避難を行う。

土砂災害については、原則、気象庁と東京都が合同で発表する「土砂災害警

戒情報」が発表され、最大１時間降水量が５０ミリまたは２４時間降水量が

３００ミリを超えた場合、「土砂災害特別警戒区域」に指定されている区域の

居住者は自主的に避難する。

また、土砂災害の前兆現象（斜面に亀裂、小石が斜面からぱらぱら落ちるな

ど）等に気づいた場合、直ちに安全な場所に自主的に避難を行う。

（2）避難所（避難場所）の開設場所

風水害時の避難所（避難場所）は、原則として、地元自治会館とし、地元自

治会館が土砂災害等により被害を受ける恐れがある場合には、他の隣接する自

治会館とする。

※ 自治会館一覧（大門地区） （平成 27 年 4 月現在）

自治会館名 所 在 地 電話番号 使用自治会

吹上公会堂 吹上 247-1 23-2021 吹上自治会

野上第一自治会館 野上町 1-35-24 23-0667 野上第一自治会

野上会館 野上町 2-12-3 23-2409 野上第二自治会

野上第３自治会館 野上町 3-19-20 24-4568 野上第三自治会

大門第１自治会館 大門 1-787-5 23-1464 大門第一自治会

大門会館 大門 1-567-1 31-2655 大門第二自治会

大門第５自治会セン

ター
大門 2-184-5 31-3951 大門第五自治会

塩船公会堂 塩船 213 塩船自治会

谷野自治会館 谷野 140 31-2472 谷野自治会



※急傾斜地の崩壊、土石流の指定状況なし

（3） 避難所の運営

風水害時の避難は、浸水被害や土砂災害等が発生する前に避難を行う必要

がある。

このため、地域の住民に避難所や避難方法などについて、日ごろから周知

に努める。

また、避難所の運営は、自治会役員、地元の各種団体等が連携して行う。

その他

１ 実施期日

この計画は、平成２８年５月１８日から実施する。

自治会館名 所 在 地 電話番号 使用自治会

木野下会館 木野下 1-450-2 31-3148 木野下自治会

今寺公会堂 今寺 1-540 今寺西・今寺榎自治会

今寺第４第５自治会館 今寺 5-12-13 32-1650 今寺第４・第５自治会

大門第５・６集会所 大門 1-376 32-1654 大門第三自治会

第２住宅集会所 野上町 3-9-1 23-1286 霞台第２住宅





大門本部の組織および活動内容 別紙１

なお、大門市民センター職員および青梅市地域防災計画に基づく指定動員職員は、通信・情報収集・伝達等に努

め、市の災害対策本部と大門本部との連携を図る。

区 分 構成員 活 動 内 容

大

門

本

部

本部長 ・支会長
１ 災害対策本部の設置

２ 災害情報の収集および住民への伝達

３ 地区の被害状況の把握および報告

４ 各部に対する指示

５ 市等への各種要請

６ 資器材、応急食糧等の調達
副本部長 ・副支会長

広報部長 ・自治会長代表

１ 出火防止、混乱回避等の広報活動

２ 住民の安否の確認

３ 被害状況の収集、本部への報告

４ 避難指示等重要情報の市民広報

５ 収容者名簿の作成

６ 報掲示板の設置

防火・防災部長
・消防団第 2 部・３部

各部長

１ 初期消火活動

２ 消防署、消防団が行う消火活動への協力

３ 消火活動等への住民協力呼びかけ

４ 負傷者の救出、救護活動への協力

救出救護部長
・民生児童委員の代表

者

１ 高齢者や障害者の安全確認、情報提供、支援

２ 救護所の設置および救護所の開設に協力

３ 負傷者の救出、救護所への搬送

４ 救護活動への住民協力の呼びかけ

避難誘導部長
・交通安全協会第３支

部長

１ 避難ルートの安全確認、ルートの確定

２ 避難開始のタイミングの決定

３ 高齢者等への配慮

４ 警察署が行う交通対策への協力

５ 避難所の運営

給食給水部長

・まとい会霞西支部第

2 班・第３班の代表

者

１ 地区の罹災者の人数把握

２ 炊き出しの実施

３ 防災機関が行う給水活動への協力

４ 避難所での応急食糧、救援物資の配給に協力

調達部長

・第２・第３ブロック

連合自治会各会計

１ 資器材の調達

２ 応急食糧、生活物資等の調達

３ 避難所での応急食糧、救援物資の配給に協力





別紙 ２

大門本部の構成員 （平成○○年○月○○日現在）

区 分 役 職 氏 名 住 所 電 話 番 号

支会長

自治会

第３支会
副支会長

副支会長

副支会長

自治会長代表

第２・第３ブロ

ック連合各会

計

消防団
第２部部長

第８分団
第３部部長

まとい会

霞西支部

第２班・第３班の

代表者

交通安全協会 第３支部長

民生・児童委員 地区の代表者

大門市民センタ

ー職員
所長

防災士

その他

必要な要員
防災士

防災士





※《避難対象地区、および自治会名は原則であり、災害時は各自近くの施設へ避難する。》

市立吹上小学校
（所在地：吹上１７６－１）

避難場所 避難所 22-7241

市立吹上中学校
（所在地：吹上　１）

避難場所 避難所 24-1880

大門市民センター
（所在地：大門２－２８８）

避難場所 31-2251

市立第三中学校
（所在地：大門２－３０１）

避難場所 避難所 31-7286

市立霞台小学校
（所在地：新町１－３５－１）

避難場所 避難所 31-3090 野上町３丁目、大門３丁目

市立若草小学校
所在地：新町１－１５－１）

避難場所 避難所 31-3117 野上町４丁目

市立第三小学校
（所在地：大門２－３１７）

避難場所 避難所 31-7266
今寺１・２・３丁目、
木野下、谷野

東原公園グラウンド
（所在地：今寺５－１１）

今寺４・５丁目

障がい者サポートセンター
（所在地：大門２－２６１－
１）

二次避難所 30-0152 避難対象者：障害者等

　大門地区の避難所・避難場所・二次避難所

避難場所（震災時）

　避 難 所…体育館や校舎等の施設で、災害により住宅を失ったり、インフラ停止により生活が困難となった被
　　　　　　　　災者が一定の期間避難生活をするための場所
　　　　　　　　　【学校・市民センター等の施設で、市が指定する３２箇所】

　避難場所…大地震時に発生する延焼火災やその他の危険から避難者の生命を保護するために必要な面積
　　　　　　　　があり、地域の災害情報交換や安全を確認するための場所 【学校校庭、大規模公園等広い場所
　　　　　　　　で、市が指定する６４箇所】

　二次避難所…高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児等、避難所生活において何らかの特別な配慮を必要とする
　　　　　　　　　　人を対象として、必要に応じて開設する避難所（福祉避難所） 【市の老人福祉や子育て、障害
　　　　　　　　　　者施設等の公共施設、市が指定する１１箇所】

　一時集合場所…地域の力を結集し、発災後間もない段階での安否確認や救出・救助、初期消火を行い、地
　　　　　　　　　　　域の被害を最小限にする応急対策活動を行うための場所。そのいとまが無い、または延焼
　　　　　　　　　　　により危険が迫った場合は避難場所へ避難する。　【自主防災組織や自治会等の地域で決
　　　　　　　　　　　めている地域の集合場所（公園、運動広場、自治会館等）】　　　　　　　　　　　　　　

　　　施　設　名
避難場所・
二次避難所

避難所 電話番号 避 難 対 象 地 区

吹上、塩船、大門１丁目

野上町１・２丁目、
大門１・２・３丁目

別紙　３


